
※加古川市まち・ひと・
しむと創生総合戦略:

「まち・ひと・しごと創生法J~L基づく地方創生を
実現するための総合的

かっ分野横断的な計画

であり、地方版総合戦略

に位置付けられる。

※都市梅能

商業・サービス、福祉、

教育・文化、観光・交済、

産業支援、居住など、都

市的な活動を曽むため

の各種極能。

皇
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本市を取り巻く社会経済環境等町市~軍耳~lr.'I~~~j刃~...:Iヨ~~~主主主主Eiii司
1人口減少、人口構造の変化

我が国の人口はすでに減少局面に入っています。国立社会保障・人口問題研究所の推計に

よれば、総人口は平成27(2015)年には1億2，709:万人でしたが、令和22(2040)年には1億1，092

万人(1，617万人誠)になると見込まれています。

また、老年人口(65歳以上)の増加や出生数の減少により、少子高齢化はますます進行する

見込みです。

さらに、東京圏に過度に人口が集中する一方、地方においては人口減少が進んでおり、小売

や飲食などの生活関連サービスの縮小、行政サービス水準の低下、地域産業の衰退、地域

コミュニティ機能の低下など様々な問題が生じるととが予想されます。

そのため、出生率の向上や社会増減の均衡化に向け、地方版総合戦略に基づく取組を着実

に推進するととが求められています。

E亙臼E号司)1':.

01加古川市まち・ひと・しごと創生総合戦略※」に基づき、保育や子育て環境の充実、医療体制 充実、主要駅周辺 都市機能以 充実、若者 就労支援など~L取り組んでいます。
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加古川市総合計画

2地域コミュニティ

地域活動の中心を担ってきた町内会や自治会などの地域コミュニティ団体については、役員

の特定化や高齢化が進みつつあります。さらに、世帯構造やライフスタイル※が変化する中、

地域における人と人とのつながりが希薄化しており、活動を継続するための安定した団体運営

やとれまで果たしてきた機能の維持・継続が難しくなってきています。

一方で、社会経済環境の変化に伴い、共通の価値観に基づくコミュニティやSNS(ソーシャル・

ネットワーキング・サービス)※等を介したバーチャル空聞におけるコミュニティが形成され、

従来からある地域内自治や地域活動を超えた新たな活動が展開されるなど、コミュニティの

多様化が進んでいます。

しかしながら、防災活動、子どもの見守り、伝統文化の継承などに加え、地域づくりを担う

人材の確保・育成など、地域コミュニティ団体が担う役割は、より一層重要となってきています。

そのため、地域コミュニティ団体の維持・活性化や、コミュニティ相互の連携の推進を図る

ための取組が求められています。E3imを司~1':.
or加古川市協働のまちづくり基本方針」を定め、市民、市民活動団体、地域コミュニティ

団体、事業者※、大学、行政などの多様な主体の協働※によるまちづくり※を推進しています。

0多世代が集い、交流できる空間の創出をめざし、加古川東市民病院跡地において、東加古川

公民館と東加古川子育てプラザの複合施設の整備を進めています。

固

※ライフスタイル:
個人や集団の生き方。単

なる生活様式を超えて、

その人らしさを示す際

に用いられる.

※SNS(ソーシヤ/11-
ネットワーキング・
サービス): 

Social Networking 
Serviceの略称。登録さ

れた利用者同士が交涜

できるウェブサイトの会

員制サービス。

※事業者:
個人及び法人の民間会

社に加え、公益法人など
も含む。

※協働:

市民、地域コミュニティ

団体、市民活動団体、事

業者、大学、行政等の多

様な主体が、地域におけ

る課題をともに考え、共
有し、それらの解決やめ
ざすまちの姿の実現に

向けて、互いを尊重し、

それぞれの特性を生か

して力を発揮し、一体と

なって取り組むとと。

※まちづくり:
道路や公園、建築物な

ど「ハード(物的)面での

施設づくりや保存活動」、

さらには、市民の健康・

福祉・教育、ゴミュニティ

の形成など「ソフト面で
の人づくりや仕組みづく

り」を含めた活動を指す.
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※合計特殊出生率:
15歳から49歳までの女

性の年齢別出生率を合

計したもので、 1人の女

性が平均して一空の聞

に産む子どもの数。

※人口置像水準:
人口が増加も減少もし

ない均衡した状態となる

合計特殊出生率のとム

※ICT(情報通佃技術): 
Information and Com-

munication Technology 

の略称。情報通信に関

する技術、サーピλ等の

総称。

※生きる力:

基礎的な知議・袋能を習

得し、それらを活用して、

自ら考え、判断し、表現

するととにより、様々な

問題に積極的に対応し、

解決する力などの「確か

な学力」、自らを律しつつ、

他人とともに協調し、他

人を思いやる心や感動

する心などの「豊かな人

間性」、たくましく生きる

ための「健康や体力」の

バランスのとれた力，

※協働:

市民、地域コミュニティ

団体、市民活動団体、事

業者、大学、行政等の多

様な主体が、地域におけ

る課題をともに考え、共

有し、それらの解決やめ

ざすまちの姿の実現に

向けて、互いを尊重し、

それぞれの特性を生か

して力を発揮し、一体と

なって取り組むとと。

※申学級区連.ユニット12:
中学校区を一つの単位

(ユニット〕として、その

地域の認定とども圏、幼

稚園、保育所、小学校、

中学校、益護学校が相

互に連携し、家庭、地混

とも連携を図りながら

子どもたちの連続した

発達を支援していくた

めの取組a

盟

3子育て・教育

妊娠・出産・子育てに対する不安や負担感の増大などを背景に、晩婚化の進展や生涯未婚率

の上昇などを要因として、少子化がますます進行しています。

我が国の出生数は、平成28(2016)年以峰年闇100万人を劃り込んでおり、今後も減少傾向

が続くと予想されています。また、合計特殊出生率※は平成30(2018)年時点で1.42となり、人口

置換水準※とされる2.07を大きく下回っています。

そのため、若い世代の結婚・出産・子育てを応援する社会を構築するとともに、ライフサイクル

を通じて切れ目のない支援を充実するなど、出生率の向上に向けた取組が求められています。

一方、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、少子化対策として幼児

教育の負担軽減を図る観点などから、令和元(2019)年10月から幼児教育・保育の無償化が

実施されました。

また、学校教育については、未来を担う子どもたちが社会と関わり合いながら人生を切り拓く

ととができるよう、新学習指導要領が完全実施されており、外国語によるコミュニケーション

能力の向上やI(T※機器を活用した情報活用能力の育成などを通じて、『主体的・対話的で

深い学び」の実現による子どもたちの「生きる力※」の確実な育成が求められています。

そのほか、学校園・家庭・地域が協働※して子育て・教育を推進し、子どもの貧困対策、虐待

防止対策、いじめ防止対策などに取り組むととも重要です。E:!i孟Í)J:~司凡':.
or第二期加古川市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、保護者のニーズを踏まえた

教育・保育の量の確保や質の向上に取り組んでいます。

0妊娠・出産・子育てに対する保護者の不安を解消するため、子育て世代包括支援センター

を開設し、母子保健サービスや子育て情報の提供などを行っています。

0待機児童の解消に向け、平成27(2015)年度からの3年間で保育所等の受入枠を1，589，人

拡大するとともに、保育士の確保・定着を図るための助成制度の創設など、保育環境の

充実に取り組んでいます。

or中学校区連携ユニット12刊を活用し、幼稚園、保育所、認定乙ども園※、小学校、中学校の

「タテの連携」や、学校園・家庭・地域の「ヨコの連携」を図り、地域総がかりの教育を推進

しています。

0小中学校においては、協同的探究学習※に基づく授業を実践し、『思考力・判断力・表現力」

を培うとともに、ALT(外国語指導助手)※を活用した英語教育の充実に取り組んでいます。

0関係機関との連携による児童虐待防止対策を講じています。

or加古川市いじめ防止基本方針」などに基づく、いじめの未然防止・早期発見・早期対応

に向けた取組を推進しています。



-図表1:待機児童数の推移
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-図表2:児童生徒数の推移
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固

※認定とども園:

教育・保育を一体的に

行う施設で、いわゆる幼
稚園と保育所の両方の

良さをあわせ持ってい
る施乱

(10ページに掲現)

※協同的探究学習:
東京大学大学院教育学

研究科の藤村宜之教授
が提唱する、「わかる学

力J(物事の本質を捉え、

偶者と協同しながら問
題解決に向かうととの
できる力)を育成するた

めの学び方.

(10ページに掲載)

※ALT(外国間指単助手.):A5~5tant Language 
Teacherの略称.小・中
学校などにおける英語

教育において、授業の補

助を符う外国人前師の

とと.

(10ページに掲載)
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※障がい:
本市では、人を意味する

場合には、「陣がい者、

障がいのある人」とひら

がなで表記している。な

お、法令や固有名詞など

は「障害Iと漢字で表記

している。

※地楊共生社会:

社会構造の変化や人々

の暮らしの変化を踏ま

え、制度・分野ごとの縦

割りや、支え手と受け手

という関係を超えて、地

主主住民や地域の多様な

主体が参画し、人と人、

人と資源が世代や分野

を超えてつながるとと

で、住民一人一人の暮ら

しと生きがい、地域をと

もに作っていく社会.

※地揖包括ケアシステム:

高齢者が可能な限り住

み慣れた地域で自立し

た日常生活を営むため

に、住まい、医療、介護、

介謹予防、日常生活支

援が一体的に提供され

る体制。

※地属生活支援拠点等:

障がいのある人の生活

を地域全体で支える体

制。「①地域生活への移

行、親元からの自立等に

係る相談」、「②一人暮ら

し、グループホームへの

入居等の体験の機会及

び場の提供I、r@ショー

トステイの利便性・対応

力の向上等による緊急

時の受け入れ体制の確

保」、「③人材の確保・盤

成・連携等による専門慢

の確保」、「⑤サービス拠

点の整備及びコーディ

ネーターの配置等によ

る地域の体制作り」など

の役割が求められる。

※地様包括支握センター:

高齢者の心身の健康の

維持、生活の安定、保

健・福祖1.医療の向上と
増進のために必要な援

助、支援を包括的K担う

地域の中核機関。

立

4福祉・医療・健康

高齢化の進行により、医療や介護のニーズは、令和22(2040)年にかけて増加するととが

見込まれています。また、それに伴い、医療費や介護給付費などの社会保障費の増大が見込

まれており、持続可能な社会保障制度の確立が求められています。

一方、高齢者や障がい※者をはじめ誰もが住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるためには、

必要な支援を一体的に受けられる体制の整備が必要です。

また、地域共生社会※の実現のために、地域の様々な闘係者が連携して取組を進めることが

重要です。

E:!I'-E止を司，1;:.

0地域住民をはじめ、社会福祉法人や民間事業者など様々な主体と連携し、住まい・介護・

介護予防・日常生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム※の深化や、地域

生活支援拠点等※の整備に取り組んでいます。

0高齢者を対象とする地域包括支援センター※や曜がい者を対象とする障がい者基幹相談

支援センター※を設置するとともに、生活困窮者等からの多種多様な相談に対応する、

くらしサポート相談窓口を開設し、相談支援の充実を図っています。また、成年後見

支援センターにおいて、成年後見制度※の周知・啓発や相談支援などに取り組んでいます。

orいきいき百歳体操Jなど、身近な地域において住民が主体的に活動する通いの場への

支援を通じて、高齢者の健康増進や介護予防に取り組んでいます。

0がん検診等では特定年齢の人への無料クーポンの配布や個別勧奨の実施、特定健康診査※.

特定保健指導※では未受診者への受診勧奨に取り組むとともに、健康教育・健康相談を

通じて、市民の健康づくりを支援しています。

0加古川中央市民病院を核とした地域医療の提供体制の整備を図っています。

0令和3(2021)年度からの休日及び夜聞における一次救急医療※の定点化に向けた取組を

推進しています。
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-図表3:介護保険事業の状況
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※障がい者畠幹相醸
支援センター:

地域における相談支援

の中核的な役割を担う

機関として、身体障害・

知的障害・精神障害に

係る相談支援業務を総

合的に行うセンター。

(12ページに掲載j

8，000 

6，000 

4，000 

※成年後見制度:
認知症、知的障害、精神

障害などの理由で判断

能力が十分ではない人

が自分らしく安心して生

活を続けるために、その

人の権利を守る援助者

を家庭裁判所が選任し、

本人を法律的に支援す

る制度。

(12ページに掲載)
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※特定健康診査:

メタボリツクシンドロー

ム(内鴎脂肪症候群)に

着目し、著尿病、脂質異

常症などの生活習慣病

の予防を図るととを目

的とした健康診査。国民

健康保険や健康保骨量組

合など由又40歳から74歳
までの加入者を対象に

実施する。

(12ページに掲蹴}

出典:加古川市統計書

※特定保健指導:

特定健康診査の結果か

ら、生活習慣病の発症

リスクが商く、生活習慣

の改善による生活習慣

病の予防効果が多く

期待できる方に対して

行う生活習慣を見直す

サポート。

(12ページに掲載)

※一次叡急医棟:
比較的軽症な救急患者

を受け持つ医療。

(12ページに掲載J
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5環境

今日の環境問題は、地球温暖化※をはじめ、大気の越境汚染、プラスチックごみによる海洋

汚染、生物多様性※の危機などの地球規模の問題や、近隣の騒音や悪臭など身近な課題まで、

多様化・深刻化しているだけでなく、エネルギーの利用問題など、生活基盤にも大きな影響を

与えるものとなっています。

※地穆温暖化:
二酸化炭素等の温室効

果万スが、人聞の経済

活動などによって増加

し、地表面から放出され

る赤外線を吸収すると

とにより、地球が温室の

ようになって大気の温

度を上昇させるとと.
そのような中、我が園においては、平成27(2015)年の国連サミットにおける「持続可能な開発のための2030アジエンダ」や、温室効果ガス※削減に関する国際 な枠組を定めたíJ~リ

協定」の採択を踏まえ、平成30(2018)年に「第五次環境基本計画」が策定されました。

今後、より幅広い関係者との連携のもと、地球温暖化の防止やごみ排出量の削減など、市民、

事業者※、行政の協働※による低炭素社会※や循環型社会※の形成に向けた取組の推進が

※生物多様性:
空態系、種、遺伝子の3

つのレベルの多様性を

包含したもので、様々な

生物が相互の関係を保

ちながら、本来の生息

環境の中で繁殖を続け

ている状態. 求められています。
※温室効果ガス:

太陽からの熱を地球に

封じ込め、地表を暖める

働きがある二酸化炭素

やメタンなどの大気中

のガス。

E亙喧t}:長司，1;・.
0市民、事業者、行政が一体となって、ごみの減量及ひ再責源化の推進に取り組んでいます。

0家庭系Eみについては、令和3(2021)年6月から指定ごみ袋制度※を導入します。
※事業者:

個人及び法人の民閉会

社に加え、公益法人など

も含む。 0令和4(2022)年度からのごみ処理の広域化に向け、広域ごみ処理施設※の建設を進めて

います。

0地球温暖化防止については、電気自動車の活用や太陽光発電設備の設置、節電の推進など、

iCOOL CHOICE※」の取組を推進しています。

-図表4:ごみ排出量の推移

※協働:
市民、地域コミ斗ニチイ

団体、市民活動団体、事

業者、大学、行政等の多

援な主体が、地域におけ

る課題をともに考え、共

有し、それらの解決やめ

ざすまちの姿の実現に

向けて、互いを尊重し、

それぞれの特性を生か

して力を発揮し、一体と

なって取り組むζと。

1
日
1
人
当
た
り

匂)

950 

900 

850 

800 

(t) 

95，000 

90，000 

85，000 

80，000 

総

量

※低炭素社会:

温室効果j]スのうち、特

に排出量が多い二酸化

炭素について排出量を

抑制した社会。

※循環型社会:

廃棄物の発生抑制、資

源の循環的な利用、適

正な処分が確保される

ととによって、天然資源

の消費を抑制し、環境

への負荷が低減される

社会。※指定~，み袋制度:
市がごみ袋の材質、大き

さや色、袋に印刷する文

字などを定め、ごみを出

すときには、市が指定す

るごみ袋を使用する制度。

750 
(年配平成30

(2018) 
平成29
(2017) 

平成28
(2016) 

平成27
(2015) 

平成26
(2014) 

75，000 

出典:加古川市統計書
ー・- 1日1人当たり. 総量

1生
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6経済・産業・労働

我が固の経済は、新型コロナウイルス感染拡大により外出や嘗業・生産活動などが制限された

ことから、個人や企業に多大な影響を与えました。それに伴い、労働需要も減退しており、失業率

や有効求人倍率は悪化しています。

一方で、固や各自治体において様々な経済対策が講じられている中、消費活動が徐々に再開

しつつあり、景気の回復が期待されています。

労働状況については、令和22(2040)年にかけて生産年齢人口※の減少が加速すると見込ま

れており、若者や女性、高齢者の労働市場への参加が進まない場合には、労働人口は大きく減

少すると予測されています。

そのため、就職しやすい環境づくりや働きやすい職場づくりを進めるなど、労働力の確保や

増加に向けた取組が求められています。

また、第4次産業革命と呼ばれる10T※(lnternetof Things:モノのインターネット)や'AI(人工

知能)、ロボッ卜などの新技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、国民生活の豊かさにつな

げていくとととしています。

そのため、地域経済の活性化に向けた産業の誘致や労働力不足の解消に向けた新技術の

積極的な導入などが求められています。

E亙世t)::玉ベ i't:.

0緊急経済対策として、新型コロナウイルス感染症※の影響により落ち込んだ消費を喚起し、

市内の事業者を支援するための取組を進めています。

0学生を対象とした就職説明会の開催や奨学金返還支援制度の実施など、若年勤労者の

地元就職の促進や中小企業の人材確保への支援に取り組んでいます。

0東播磨道の北伸や国道2号の対面通行化、播磨臨海地域道踏の計画など、本市の経済に大きな

効果をもたらす公共事業等が予定されており、それらの着実な推進に向けて取り組んでいます。

0市内の中小企業に対し、10TIの設備導入費用を補助するなど、労働生産性の向上に取り

組んでいます。

-図表5:有効求人倍率の推移
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出典:一般職業紹介状‘況、労働市場月報ひょうご

固

※生産年齢人口:
年齢別人口のうち、生産

活動の中心となる年齢

の人口周を指し、日本で

は15歳以上65歳未満の

人口がとれに該当する.

※ 10T: 
Internet ofThlngsの略

称，自動車、家電、ロボッ

卜、施設などあらゆるモ

ノがインターネットKつ
ながり、情報のやり取り

をするととで、モノの

データ化やそれに基づ

く自動化等が進展し、新

たな付加価値を生み出

すもの。

※感染症:

病原体がヒ卜や動物の

体内，;:侵入し、精殖する

ととなどによって起とる

病気a

※広域Eみ処理施霞:
令和4(2022)年度から

加古川市、高砂市、稲美

町、播磨町の2市2町で

供用を開始する、高砂市

，;:建設中の可燃ごみ及

び不燃・粗大ごみ処理

施設。

(14ページに掲舗の

※COOL CHOICE: 
令和12(2030)年度に温

室効果ガλの緋出を平

成25(2013)年度比で

26%削減するため、脱炭

素社会づくりに貢献す

る「製品への買換え」、

「サービスの利用」、「ラ

イフスタイルの還択」な

ど地球温暖化対策に資

するあらゆる「買い選

択」を促す、環境省が提

唱した圏民運動。

(14ページに掲揚白

1s. 



※南海トラフ地量:

商港トラフ(東海地方か

ら紀伊半島、四固にかけ

ての南方の沖合物100km

の海底にある延長700km

の溝)沿いで発生する地

震。最大でマグニチユ一

向田。-9.0クラスの地震

が発生するとされ、今後、

30年以内に70-80%程

度の確率で発生すると

想定される。

※イン事ーネvトバンキング:
インターネットを刺用し

た銀行などの金融取引

のサービス。

※特殊詐欺:
犯人が電話やハガキ[封

書)等で親族や公共機

関の鳴員等を名乗って

被害者を信じ込ませ、現

金やキャッシュカ一昨を

だまし取ったり、医療費

の還付金が受け取れる

などと言ってATM(現金

自動預け払い機)を操作

させ、犯人の口座に送金

させる犯罪@

※避難行動要支鑑者:

災害が発生し、または災

害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難す

るととが困難で、その円

滑かっ迅速な避難の確保を図るため、特~L支援
を要する人.

※自主防災組織:
防災に関する住民の責

務を果たすため、地峨住

民が「自分たちの地域は

自分たちで守る」という

自覚、連帯感に基づいて

自主的に結成する組乱

※見守りカメラ:

犯罪の抑止や事件等の

早期解決を図ることを

目的に、市内の通学路、

学校及び公園周辺、主

要道路の交差点などを

中心に市が設置した、

ビーコンタグ検知器を

内蔵した防犯カメラ.

※見守りサービス:

ビーコンタグを持った対

象者の位置情報履歴を

保護者や家族のスマート

フォン等にお知らせする

サービス。(詳細は142

ページを参照)

1重

7防災・防犯・交通安全

我が国では、阪神・淡路大震災や東日本大震災などの大地震をはじめ、台風・集中豪雨・土砂

災害などの自然災害が大規模化・頻発化しています。また、南海卜ラフ地震※などの発生が懸念

されています。

そのため、国民一人一人の危機管理意識の瞳成を図るとともに、地域で支えあう地域防災力の

向上などが求められています。

一方、インターネットバンキング※での不正送金や特殊詐欺※などの新たな形態の犯罪や、

高齢者の自動車運転事故などが多発しており、日常生活に潜むリスクへの備えが重要となって

います。

EE也t}:長司，1'・.
0被害が想定される南海卜ラフ地震や内陸活断層型地震、古らには想定最大規模降雨の洪水

浸水想定区域を「加古)1[市総合防災マップ」に反映するなど、災害対策を進めています。

0避難行動要支援者※の対応を進めるため、要支援者の意思確認や自主防災組織※との

連携を進めています。

0地域や関係機関等と連携しながら、消費者問題の防止や交通安全意識の向上を図るため

の教育・啓発などに取り組んでいます。

0見守りカメラ※の設置・見守りサービス※の導入による犯罪の抑止及び早期解決の推進

に取り組んでいます。

-図表6:刑法犯認知件数
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8公共施設・インフラ資産

昭和40(1965)年代から昭和50(1975)年代にかけての高度経済成長期に集中して建設され

た道路や橋梁をはじめ、人口急増に伴い建設された学校教育施設を中心とする公共施設等は、

建設後50年を経過し、老朽化による更新時期を一斉に迎えるとととなり、財政負担の増大が

予想されます。

そのため、各自治体においては、行政サービスの質や量を充実しつつ、老朽化した公共施設等の

適切な維持管理や統廃合・複合化などによる総量の削減を着実に実施していくことが求められ

ています。

EE主!I=.王丸♂ ・
or加古川市公共施設等総合管理計画」、「加古川市学校園施設長寿命化計画」、「加古川市

公営住宅等長寿命化計画」などに基づき、公共施設等の再編や長寿命化を推進しています。

0道路、橋梁、上下水道などのインフラ資産の計画的な更新・長寿命化に取り組んでいます。

-図表7:年度別公共施設建築状況
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旧耐麗基準
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出典:加古'JII市公共施霞等総合管理計画

固
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9まちづくり

人口減少社会を迎えた多くの都市の既成市街地において「都市のスポンジ化※」が進行して

おり、生活利便性の低下や居住環境の悪化が引き起こされています。

そのような中、各自治体においては、地域の活力を維持するとともに、福祉・医療、居住などの

※都市のスポンジ化:
都市の内部において、空

き生息空き家等の低未利

用の空聞が、小さな敷地

単位で、時間的・空間的

't:ランダムに、相当程度
の分量で発生する現象a 都市機能が確保された、誰もが安心して暮らせるまちを実現するため、各種の都市機能を

コンパクトに集約するとともに、交通ネットワークでつなぐ「コンパク卜・プラス・ネットワーク」の

まちづくりを進める乙とが求められています。

そのほか、都市や地方を間わず、超高齢社会に対応した交通手段の確保など、公共交通に

関する課題が顕在化する中で、l仁Tを活用した新たな移動サービス(MaaS※)などの取組も見

られています。

E3i孟1)):長司，1':.

OJR加古川駅、東加古川駅周辺の活性化に向けて取り組んでいます。

0交通弱者に対する移動手段の確保や公共交通不便地域※への対応を図るため、「かと

パス」のルートの増設・再編や「かとパスミニ」の新ルートの導入、デマンドタクシー※

※MaaS: 

Mobility as a Serviceの
略称，.ICTを活用して交通

をクラウド化し、公共変

通か杏か、またその運営

主体にかかわらず、マイ

カー以外のすべての交通

手段による移動を一つの

サーピλとして担え、シー

ムレスにつなぐ新たな

「移動」の概念。利用者は

スマートフォンのアプリを

用いて、交通手段やJレー

卜を検索、利用し、運賃の決済を行う伊U~多い. の導入に向けた実証実験に取り組んでいます。

0地区計画※や田園まちづくり制度※などを活用し、地域住民主体のまちづくりを促進

しています。

※公共交通不便地場:
鉄道駅から半径lkm圏

内またはバス停留所か

ら半径500m圏内で、パ

スの運行本数が1日O本

未満の地場。 0空き家、空き地の適正管理に向けた取組を進めています。

-図表8:住宅総数と空き家率の推移
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※デマンドタクシー:
自宅や指定の場所から

目的地まで、利用者の希

望時間帯、乗車場所など

の要望(デマンド)に、比

較的安価な料金で対応

する公共交通サービス。

※地区計画:
都市計画法't:基づき、

建築物の建築形態、公

共施霞その他の施霞の
E置などから見て、一体

としてそれぞれの地区

の特性にふさわしい様

態を備えた良好な環境

の街区春盤備し、保全す

るために定める軒画。

※回固まちづくり制度:

市北部の市街化罰整区

成で、少子高齢化や過疎

化の進んでいる地域に

おいて、住民主体のまち

づくりを実現するための

制度。「加古川市都市計

画法't:基づ〈開発行為
の許可の基準等に関す

る条例JI;:基づき、一留

の建築物の建築を許可

する「特別指定区域」の

指定などが可能となる。
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4・:*憎老母lll.<社会理E演寝績割F
加古ill防健会釣官自

10先.綾続

後が国でほ、おdetyS.o減が袋周囲tきれる中、ビッグデータ※やfoT'A1・ロボット宅撃の先池袋織の

活用が却臨みつつおり、SG{第st壁代移動適量償システム}‘の.入により、領事1.医療、防災、観光、
B黛・の錨広い分野における銀.fJ.商事淡;!れ、釜吉Eの貨の向上司b覇軍織の発展が獄事事;!れてい~す.
一方、守王政分野では、ICT<の活用により、行政李総における住民の利便性の向上や鎌易の紛*ft;.省力化か進められてい~す.人口減少が進行する俗、絡調聴可 な形~行政ザーピス司~!直俊し続け、住民宿事上の狭態管

線終・ぬ土，;!せるため、S置uな先織後事町等の導入・活用tf.rt，められてい去す.

13;1';01-1.: :1 

0見守りカメラや見守リザーピスの移入のほか、IC1鴻勝;fi活用して園児の牛懸中の貌豊島事豊富I~行い、保管士の鎌お費b.i己唱!.'1I-5販組唱f錐滋してい~.，..~t，、災害情叙の伝途に関する取組や、Alf:活用した揖峨標調置の解決に印昔、経鐙震銅隊曾(MCI)の辱'図書~J誌
に関する取組について、実蕊ヨ理般を符っています.

0かとがわアプリi町持政情報アプリ}や行政情報少ツシユボード議司I:!lml..、使耳目Ij1!分かり

ゃれ鴨緑鋳信号途めてい1まれ

ORPA※(ロポティック・プロセス・2トトメーション}や'AI剛oc併を活用した入力司Fの$場

の鈎刷協進めています.
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4章:本市を取り巻く社会経済環境薄

加古川市総合計画

12持続可能な開発目標(SDGs)

持続可能な開発目標(SDGs:SustainableDevelopment Goals)とは、平成27(2015)年9月

に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」における、令和12

(2030)年までの国際社会共通の目標です。SDGsには171のゴールと169のターゲットが掲げら

れており、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向け、すべて

の関係者により、経済・社会・環境を巡る広範な課題に同時解決的に取り組むものです。

日本政府が定めたrSDGs実施指針」においては、SDGsの達成に向けた取組は地方劃生※の

充実・深化につながるものであり、地方自治体の様々な計画'LSDGsの要素を反映し、部局

横断的に取り組んでいくととが重要とされています。

また、園においては、令和元(2019)年12月に、SDGsの推進を組み込んだ「第2期まち・ひと・

しごと創生総合戦略」が策定されています。

そのため、市民、事業者、行政などが連携・協力しながら、積極的に経済・社会・環境の課題

解決に取り組んでいくととが求められています。

E;y，也1):玉d司花園

or第3次加古川市環境基本計画」に基づく取組にSDGsの考え方を取り入れるなど、SDGsの

理念や目標等を関連付けた市の施策の実施や、SDGsの周知・啓発に取り組んでいます。

-図表11:SDGsの171のゴール

325部臨時G務ALS

園 町 圃 圃

阻 困 困 問 園
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出典:国際連合広報センターホームページ
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E-7拘置医蓋画illT，H~司
1人口

(1)人口

本市の人口は、平成27(2015)年の26万7，435人をピークに減少しています。また、その減少幅

は拡大傾向にあります。

-図表12:総人口の推移

(千人〕

300 

250 

200 

150 

100 

50 

。

260.6 2，堕タ 型7.1 空全9 竺7.4理り 265.1 263.7 262.3 

昭和55 昭和60 平成2 平成7 平成12 平成17平成22 平成27 平成28 平成29平成30 令和元(年)

(1980) (1985) (1990) (1995) (2000) (2005) (2010) (2015) (2016) (201刀 (2018) (2019) 

出典:国勢調査・加古川市銃計書



4章:本市を取り巻く社会経済環境薄
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(2)年齢3区分別人口

本市の年齢3区分別人口構成比の推移では、65歳以上の高齢化率は、平成27(2015)年に

25%となっています。

-図表13:年齢3区分別人口の推移
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(3)地区別人口

①総人口

地区別の人口を見ると、加古川町、野口町では横ばい文は増加傾向にある一方、その他の

町では減少傾向にあります。

-図表14:地区別人口の推移
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②高齢化率

地区別の高齢化率については、令和2(2020)年10月時点で、上荘町は40%を超えており、

神野町、平荘町、西神吉町、志方町は35%を超えています。その他の地域でも、地域差はあり

ますが、高齢化が進んでいます。

-図表15:地区別高齢化率の推移
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2世帯数

世帯数は、核家族化、少子化に加え、高齢者の単独世帯化が進み、1世帯当たり人員は、昭和

55(1980)年の13.63.人から平成27(2015)年の，2.53人に減少しています。

-図表16:世帯数、世帯当たり人員の推移
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-図表17:高齢者単独世帯数等の推移
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固
3経済活動

(1 )経済活動別市内総生産

市内の経済活動別の総生産をみると、第2次産業及び第3次産業が増加傾向にあります。

-図表18:経済活動別市内総生産の推移
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(2)経済活動別就業者数

第1次産業及び第2次産業の就業者数は減少傾向にあり、第3次産業は増加傾向にあります。

-図表19:経済活動別就業者数の推移
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(3)製造晶出荷額等

市内製造業の製造品出荷額等は、鉄鋼業の増減に応じて変化しており、平成26(2014)年から

平成29(2017)年の間』ζ1，200億円減少し、約8，000億円となっています。

-図表20:製造晶出荷額等の推移
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出典:工業統計調査

市内小売業の商品販売額は、小売業従業者数の減少や売り場面積の縮小により、減少傾向

にあり、平成26(2014)年には2，200億円程度となっています。

-図表21:小売業商品販売額の推移
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4市の財政状況

(1 )歳入の状況(一般会計)

本市の歳入は、平成28(2016)年度以降、800億円を超えています。

そのうち、根幹をなす市税収入は近年堅調に推移しており、令和元(2019)年度決算においては、

雇用情勢の改善と企業業績の回復に伴う市民税の増加などにより、403億円となりました。

国庫支出金や県支出金については、障害者自立支援給付費負担金のほか、幼児教育・保育の

無償化に係る教育・保育給付費負担金の増などにより、令和元(2019)年度決算において増加

しています。

市債については、小中学校の空調設備の導入などに係る小学校建設事業債や中学校建設

事業債のほか、広域ごみ処理施設※整備事業債の発行などにより増加しています。

-図表22:歳入の推移
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※広縁ごみ処理施殴:

令和4(2022)年度から

加古川市、高砂市、稲美

町、播磨町の2市2町で

供用を開始する、高砂市

に建設中の可燃ごみ及

び不燃・粗大ごみ処理

施設.
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※扶助費:

地方公共団体が生活保

謹法、児童福祉法、老人

福祉誌などに基づいて

支給する費用及び地方

公共団体が単独で待う

各種扶助の経費。

※公償責:

地方公共団体が借り入

れた地方債の元利償還

金及び一時借入金利子

の支払いに要する経費。

※.通建設事業費:

道路・橋梁・学校・庁舎

等の公共鑑設または公

用施設の新増設等の建

設事業に要する投資的

経費。

30 

(2)歳出の状況(一般会計)

歳出の中で、人件費、扶助費※、公債費※の義務的経費については、平成28(2016)年度以降

440億円を上回っており、令和元(2019)年度決算においては、約457'億円で歳出全体の約53%

を占めています。

人件費は、定年退職者の減少などにより、令和元(2019)年度決算において‘減少しています。

一方、扶助費については、障害者自立支援給付費や教育保育給付費などの伸びに伴い、増加

傾向にあります。

公債費については、市債の発行抑制や計画的な償還により、残高が減少傾向にあるととに加え、

普通建設事業費※の抑制もあって、平成29(2017)年度以降は80億円を下回っている状況です。

普通建設事業費については、小中学校の空調設備導入事業などにより増加しています。

-図表23:歳出の推移
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出奥:加古川市決算



4章:本市を取り巻く社会経済環境薄

加古川市総合計画

Er，_昌司藷咽
本計画の策定にあたり、市の施策に対する市民の満足度と重要度、まちづくり※に対する

意見などを把握するため、市民意識調査を実施しました。

調査は、無作為抽出した18歳以上の市民3，000人を対象として、令和元(2019)年12月5日から

12月19日にかけて実施し、1，272人(回収率42.4%)から回答者得ました。

1定住意向

「現在の場所に住み続けたい」という人の割合は64.9%で、約3分の2の回答者が定住意向を

示しています。

そのほか、「できれば市内の他の場所に移りたい」が5.0%、「できれば市外に移りたい」が

8.6%となっており、何らかの転居意向を示している人の割合は13.6%となっています。

できれば市外に移りたい

8.6% 

できれば市肉の

他の場所に移りたい

5.0% 

どちらともいえない

20.4% 

2誇り・愛着

現在の場所に

住み続けたい

64.9% 

加古川市や現在住んでいる地域に対する誇りや愛着について、「強く感じている」という人

の割合は9.7%、「感じている」が55.3%となっており、約3分の2の回答者が本市に誇りや愛着

を感じています。

そのほか、「あまり感じていなし、」が25.9%、「感じていなし、」が6.6%となっています。

あまり感じていない

25.9% 

感じている

55.3% 

固
※まちづくり:

道路や公園、建築物な

ど「ハード{物的)面での

施設づくりや保存活動」、

さらには、市民の健康・

福祉・教育、ゴミュ三ティ

の形成など「ソフト面で

の人づくりや仕組みづく

り」を含めた活動を指す。

担
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3満足度・重要度の比較

市民意識調査の結果から、各施策の満足度と重要度の関係を見てみると、r38パスの便利さ」

r26ポイ捨てやペットのふん害防止Jr39地域内の道路の安全性や便利吉Jr35加古川駅周辺

の都心としての魅力」の項目が、重要度が高いにもかかわらず、満足度が低い結果となって

います。

【満足度と重要度の関係】
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米にぎわいの中で暮らせるまちづくり

27廃業の援異

28水産業の振興

29工業の復興

30地場産誕の掻輿

31商業の振興

32観光の擾奥

満足度

企快適に暮らせるまちづくり

33秩序だった土地剃用や建物のE・
34景観や、まちなみの美しさ

35加古川駅周辺の都心としての魅力

36幹線道踏の整備

37鉄道の便利吉

38パスの便利吉

39地域内の道路の安全性や便利吉

40住宅の供給

41公園・緑地や水辺の整備

42水道水の供給

43下水道の盤備

441CT(情報通信技術を活用した地域の情報化

-安心して暮らせるまちづくり

1地域での福祉ボランティア活動の広がり

2子育てと仕事が両立できる環境

3障がい者民対する支援

4高齢者1;:対する支援

5介種保険など社会保障制度の適正な浬営

6住民健診の充実や健康づくりの推進

7安心できる医療体制

8地掃の防災体制

9消防や救急・政命体制

10子どもの見守りゃパトロールなどの安全対鏡

11悪質商法の相官費や環境I;:lIl直した消附す動への啓発

12動指者の福*1厚生や針働相歯車などの勤労支援

0まちづくりの進め方

.，[)豊かに暮らせるまちづくり

13就学前教育の内容

14睡密教育の肉密

15特別支盤教育の内容

16教育を支える環境

17生涯学習の機会や環境

18骨少年の健全な育成

19スポーツ・レクリエーション活動機舎の提供

20文化・芸術に鏡する機会の提供

21人権教育や人権啓発の推進

22男女共同事量画の啓発 45市民活動や行政との協働

46行政の効率化

47近隣都市との広埠的な連鍵
-うるおいのある環境の申で暮らせるまちづくり

23大気や水質・属音などの環境対策

24自然環境の保全

25 z!.みの減量・不用品のリサイクルの推進

26ポイ捨てやペットのふん害防止
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